
X 測定法 
国内で適用されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電

気標準会議（IEC）等の国際的な動向を踏まえて対応することが望ましい。 
複数の送受信空中線（複数の送信増幅部を有するもの）を有する単一の送

受信装置の場合においては、以下のとおりとすることが適当である。 
 

X.X 送信装置 

X.X.X 周波数の偏差 

(1) 空中線測定端子付きの場合 
試験機器の各空中線測定端子にて、無変調波（搬送波）を送信した状態で、

周波数計を用いて平均値（バースト波にあってはバースト内の平均値）を測

定し、それぞれの測定値のうち周波数の偏差が最大であるものを周波数の偏

差とすること。 
 

 (2) 空中線測定端子無しの場合 
ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

周波数計に測定用空中線を接続し、(1)と同様にして測定することが適当

である。 
イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

 
X.X.X 占有周波数帯幅 

(1) 空中線測定端子付きの場合 
試験機器の各空中線測定端子にて、標準符号化試験信号（符号長 511 ビッ

ト 2 値疑似雑音系列等。以下同じ。）により変調をかけた状態において得ら

れるスペクトル分布の全電力についてスペクトルアナライザ等を用いて測定

し、スペクトル分布の上限及び下限部分における電力の和が、それぞれ全電

力の 0.5%となる周波数幅を測定すること。標準符号化試験信号による変調

が困難な場合は制御符号等を除くデータ領域のみ標準符号化試験信号とする

ことができる。 
なお、スペクトル分布の電力最大点（キャリアリーク等を除く）から測定

系の雑音レベルまで余裕がなく電力積算に影響を与える場合は、分解能帯域

幅を 1MHz とした状態でキャリアリーク等を除く電力最大点から 23dB 減衰
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する点の上限周波数と下限周波数の差を用いることができる。また、23dB
低下した点が複数ある場合は、最も高い周波数と最も低い周波数の幅とする。 

 

(2) 空中線測定端子無しの場合 
ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

スペクトルアナライザに測定用空中線を接続し、(1)と同様にして測定す

ることが適当である。 
イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

 
 

X.X.X 空中線電力 

(1) 空中線測定端子付きの場合 
試験機器の各空中線測定端子にて、標準符号化試験信号を入力信号端子に

加えたときの平均電力（尖頭電力で規定される場合は尖頭電力）を、スペク

トルアナライザ、高周波電力計等を用いて測定し、それぞれの空中線端子に

て測定した測定値の総和を空中線電力とすること。標準符号化試験信号によ

る変調が困難な場合は制御符号等を除くデータ領域のみ標準符号化試験信号

とすることができる。また、連続送信波により測定することが望ましいが、

バースト送信波にて測定する場合は、送信時間率が最大となるバースト繰り

返し周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値に最大

の送信時間率の逆数を乗じて平均電力とすることが適当である。 
 

 

(2) 空中線測定端子無しの場合 
ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

測定距離 3m 以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したテストサイトに

おいて、スペクトルアナライザ等に測定用空中線を接続し、その他の条件

は(1)と同様にして等価等方輻射電力を測定すること。この場合において、

測定用空中線は指向性のものを用いること。また、試験機器の空中線開口

径に留意し遠方界条件を満たす離隔距離を確保すること。 
なお、給電点での空中線電力は、等価等方輻射電力の測定値に、測定す

る周波数帯における送信空中線利得（工事設計書等に記載された値）を除

して換算を行うものとする。 
 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 
アと同様にして測定することが適当である。 
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ただし、試験機器の空中線の種類及び利得が異なる場合においては、空

中線配置の中心を放射中心と仮定して測定し、偏波面が同一でない場合は、

直交する偏波面についてそれぞれ測定した値の加算値を等価等方輻射電力

の測定値とすること。 

 
X.X.X 帯域外領域における不要発射の強度 

帯域外領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適

当である。 
 

(1) 空中線測定端子付きの場合 
試験機器の各空中線端子にて、標準符号化試験信号を入力信号として加え

たときの不要発射の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）

を、スペクトルアナライザ等を用いて測定し、それぞれの測定値の総和を不

要発射の強度とすること。標準符号化試験信号による変調が困難な場合は制

御符号等を除くデータ領域のみ標準符号化試験信号とすることができる。 
この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、1MHz に設

定することが適当である。 
 

(2) 空中線測定端子無しの場合 
ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

測定距離 3m 以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したテストサイトに

おいて、スペクトルアナライザ等に測定用空中線を接続し、その他の条件

は(1)と同様にして測定すること。この場合において、測定用空中線は指向

性のものを用いること。また、試験機器の空中線開口径に留意し遠方界条

件を満たす離隔距離を確保すること。 
なお、給電点での不要発射強度の電力は、測定値に測定する周波数帯に

おける送信空中線利得（工事設計書等に記載された値）を除して換算を行

うものとする。 
イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 
ただし、試験機器の空中線の種類及び利得が異なる場合においては、空

中線配置の中心を放射中心と仮定して測定し、偏波面が同一でない場合は、

直交する偏波面についてそれぞれ測定した値の加算値を測定値とすること。 

増幅部① 
増幅部② 

増幅部○N  

… 

試験機器 

スペクトル 
アナライザ 

変調信号 
発生器① 
変調信号 
発生器② 

… 

変調信号 
発生器○N  

標準信号 
発生器 置換用空中線 

 3 



 

X.X.X スプリアス領域における不要発射の強度 

帯域外領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適

当である。この場合において、参照帯域幅は 1MHz とし、スプリアス領域にお

ける不要発射の強度の測定を行う周波数範囲については、30MHz から 2 次高調

波までとする。ただし、導波管を用いるものは測定周波数の下限をカットオフ

周波数の 0.7 倍からとする他、導波管フィルタ及びデュープレスサ等による周

波数特性により、不要発射が技術基準を満足することが明らかな場合は、その

周波数範囲の測定を省略することができる。また、下限周波数においてカット

オフ周波数の 0.7 倍としているが、導波管が十分に長く技術基準を十分満足す

るカットオフ減衰量が得られることが証明できる場合は、その周波数範囲の測

定を省略することができる。 
なお、当面の間測定周波数の上限を 110GHz 程度とし、67.86GHz 以上の周

波数範囲において測定系のダイナミックレンジ不足等により測定が困難である

場合は、製造者の設計資料等を用いて技術基準適合に関する審査を行い、不要

発射が技術基準を満足することが明らかな場合その周波数範囲の測定を省略す

ることができる。 
 

(1) 空中線測定端子付きの場合 
試験機器の各空中線端子にて、標準符号化試験信号を入力信号として加え

たときの不要発射の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）

を、スペクトルアナライザ等を用いて測定し、それぞれの測定値の総和を不

要発射の強度とすること。標準符号化試験信号による変調が困難な場合は制

御符号等を除くデータ領域のみ標準符号化試験信号とすることができる。 
この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、1MHz に設

定することが適当である。 
 

 

(2) 空中線測定端子無しの場合 
ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 
測定距離 3m 以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したテストサイトにお

いて、スペクトルアナライザ等に測定用空中線を接続し、その他の条件は(1)
と同様にして測定すること。この場合において、測定用空中線は指向性のも

のを用いること。また、試験機器の空中線開口径に留意し遠方界条件を満た

す離隔距離を確保すること。 
なお、給電点での不要発射強度の電力は、測定値に測定する周波数帯にお

ける送信空中線利得（試験申込者申告値）を除して換算を行うものとする。 
イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 
ただし、試験機器空中線の種類及び利得が異なる場合においては、空中

線配置の中心を放射中心と仮定して測定し、偏波面が同一でない場合は、

直交する偏波面についてそれぞれ測定した値の加算値を測定値とすること。 
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X.X 受信装置 

X.X.X 副次的に発する電波等の限度 

試験機器の各空中線端子にて、スペクトルアナライザを用いて測定し、そ

れぞれの 測定値の総和 を副次的に発する電波等の強度とすること。この場合

において、参照帯域幅は 1MHz とし、副次発射の強度の測定を行う周波数範

囲については、30MHz から 2 次高調波までとする。ただし、導波管を用いる

ものは測定周波数の下限をカットオフ周波数の 0.7 倍からとする他、導波管

フィルタ及びデュープレスサ等による周波数特性により、副次発射が技術基

準を満足することが明らかな場合は、その周波数範囲の測定を省略すること

ができる。また、下限周波数においてカットオフ周波数の 0.7 倍としている

が、導波管が十分に長く技術基準を十分満足するカットオフ減衰量が得られ

ることが証明できる場合は、その周波数範囲の測定を省略することができる。 
なお、当面の間測定周波数の上限を 110GHz 程度とし、（67.86GHz 以上の

周波数範囲において）測定系のダイナミックレンジ不足等により測定が困難で

ある場合は、製造者の設計資料等を用いて技術基準適合に関する審査を行い、

副次発射が技術基準を満足することが明らかな場合その周波数範囲の測定を省

略することができる。 
試験機器の空中線端子がない場合は、不要発射の強度の測定法の空中線端子

がない場合に準ずることが適当である。 
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